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 Conversion of JASSO Scholarship Appli‑

cation System owing to transferring schol‑

arship loans to accounts of Japan Post

Bank and Credit Union, etc. 1 set

 Fulfillment period : By 15 January, 2016

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have the Grade A, B or C in terms of

the qualification for Participating in

tender of the offer of services by Minis‑

try of Education, Culture, Sports, Science

and Technology, (Single qualification for

every ministry and agency) in Kanto･
Koushinetsu area in the fiscal year, 2013,

2014, 2015.

 not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Presi‑

dent.

 have a privacy mark or system to pro‑

tect individual information.

 have the ISMS (Information Security

Management System) certification or a

system to protect the information.

 meet the qualification requirements

which the President may specify.

 Time limit of tender : 5 : 00 PM 25 May

2015

 Contact point for the notice : Accounting

Division, Japan Student Services Organiza‑

tion, 107 IchigayaHonmuracho, Shinjuku‑
ku, Tokyo, Japan 1628412 TEL 03
67436022

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本業務の契約締結は、当該業務に係る平
成27年度予算の執行が可能となっていることを条
件とします。
平成 27 年３月 31 日
独立行政法人
鉄道建設・運輸施設整備支援機構
契約担当役
鉄道建設本部
九州新幹線建設局長 湯山 和利

◎調達機関番号 565 ◎所在地番号 40
〇九建公告第 55 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 契約番号 九建総第150309001号
 調達件名及び数量 複合機の賃貸借及び保
守契約（局事務室） １式
 履行期間 平成27年６月12日から平成32年
５月31日まで
 設置場所 仕様書による。

３ 入札手続等
 入札説明書等の交付期間、場所、方法及び
問合せ先
ア 交付期間 平成27年３月31日（火）から
平成27年５月20日（水）までの休日（行政
機関の休日に関する法律（昭和63年法律第
91号）第１条第１項に規定する行政機関の
休日。以下同じ。）を除く毎日、10時から16
時まで。（12時から13時の間は除く。）
イ 交付場所 〒8128622 福岡県福岡市博
多区祇園町２番１号 シティ17ビル 独立
行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
鉄道建設本部 九州新幹線建設局 契約
課 電話0922839604
ウ 交付方法 参加希望者に無償で交付す
る。なお、郵送を希望する者は、切手
（250円）を貼付し、住所及び商号又は名
称を記載した返信用封筒（角２号）を上記
イに郵送すること。

 入札参加申込書（以下「申込書」という。）
の提出方法、期間及び場所
ア 提出方法 申込書は、書面の持参又は書
留等により提出すること。なお、電送によ
るものは受け付けない。
イ 提出期間 平成27年３月31日（火）から
平成27年５月21日（木）までの休日を除く
毎日、10時から16時まで。（12時から13時の
間は除く。）
ウ 提出場所 上記３イに同じ。
エ 添付書類 資格審査結果通知書の写し
（全省庁統一資格により入札に参加する場
合に限る。）

２ 競争参加資格 以下に掲げる条件をすべて満
たす者を、一般競争入札参加資格者とする。
 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構契約事務規程（平成15年10月機構規程第
78号）第４条又は第５条の規定に該当しない
者であること。
 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構（以下「機構」という。）鉄道建設本部九
州新幹線建設局における「平成26・27年度物
品購入等競争参加資格」において、「４役務提
供等賃貸」の認定を受けている者であるこ
と（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、鉄道建
設本部九州新幹線建設局が別に定める手続に
基づく競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）。なお、平成25・26・27年度を有効期間
とする国の各省各庁における「物品の製造・
販売等」に係る一般競争（指名競争）入札の
入札参加資格（以下「全省庁統一資格」とい
う。）において「役務提供等」（等級及び地域は
問わない。）の資格を有する者は、上記の資格
の認定を受けているものとみなす。

 入札参加申込書の締切日から落札決定の日
までの期間に、機構鉄道建設本部九州新幹線
建設局長及び国の各機関から契約に関し指名
停止措置を受けてないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、機
構公共事業等から排除要請があり、当該状態
が継続している者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 本件入札に参加を希望する者は、機構契約
申込心得等を熟読のうえ、「入札参加申込書」
を契約課へ提出すること。

 入札執行（開札）日時及び場所並びに入札
書の提出方法等
ア 日時 平成27年５月22日（金）11時00分
イ 場所 機構鉄道建設本部九州新幹線建設
局２階会議室
ウ 提出方法 持参または、郵送すること。
郵送の場合の提出期限は平成27年５月21
日（木）16時00分必着とする。

 入札者又はその代理人は開札に立ち会うこ
ととする。ただし、入札者又はその代理人が
開札に立ち会わない場合においては、入札事
務に関係ない職員を立ち合わせて開札を行
う。
 入札執行回数は、原則として２回を限度と
する。
 入札の辞退 入札の執行完了にいたるまで
はいつでも入札を辞退することができる。ま
た、入札を辞退した者は、これを理由として、
以後の指名等において不利益を受けることは
ない。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る｡

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書の要否 要
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、入札に関する条件に違
反した入札又は内訳書を提出しない者等のし
た入札は無効とする。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
者を落札者とする。
 消費税・地方消費税 落札決定にあたって
は、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の８に相当する金額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数が生じたときは、そ
の端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ
て落札価格とするので、入札者は消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積った契約金額か
ら上記に係る消費税相当額を減額した金額を
入札書に記載するものとする。
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